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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　燃料デブリを収納した燃料デブリ収納容器に対してＸ線を回転走査しながら照射して前
記燃料デブリ収納容器を透過したＸ線を検知し、前記燃料デブリの密度の情報を得る第１
の測定部と、前記燃料デブリ収納容器からの放射線を測定する第２の測定部と、第２の測
定部で測定した放射線を第１の測定部で測定した前記燃料デブリの密度により第１の補正
を行い、第１の補正後の放射線について、測定対象核種量による第２の補正を行い、前記
燃料デブリの核物質量を定める処理部により構成されるとともに、前記測定対象核種は前
記燃料デブリ収納容器内の核物質または該核物質と同様の挙動を示す核種であることを特
徴とする破損・溶融燃料含有物質中の核物質量の計測装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の破損・溶融燃料含有物質中の核物質量の計測装置であって、
　前記処理部の第１の補正では、第１の測定部からの密度を用いて質量吸収係数を求め、
第２の測定部で測定した放射線を前記燃料デブリの密度と質量吸収係数により補正するこ
とを特徴とする破損・溶融燃料含有物質中の核物質量の計測装置。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載の破損・溶融燃料含有物質中の核物質量の計測装置であ
って、
　核物質と同様の挙動を示す核種を測定対象核種として、測定対象核種の放射線を計測す
るとき、前記処理部により求めた第１の補正後の放射線について、前記核物質と前記測定
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対象核種の間の相関関係に応じて第２の補正を実施することを特徴とする破損・溶融燃料
含有物質中の核物質量の計測装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の破損・溶融燃料含有物質中の核物質量の計測装置であって、
　前記測定対象核種は、アクチノイド元素あるいはランタノイド元素あるいは希土類元素
であることを特徴とする破損・溶融燃料含有物質中の核物質量の計測装置。
【請求項５】
　請求項３または請求項４に記載の破損・溶融燃料含有物質中の核物質量の計測装置であ
って、
　前記核物質と前記測定対象核種の間の相関関係は、これらの間の比であって、当該比を
、燃焼度計算結果または燃焼度推定に用いられる核種の量比に応じて求めることを特徴と
する破損・溶融燃料含有物質中の核物質量の計測装置。
【請求項６】
　破損あるいは溶融した核燃料中の核物質または同様に挙動する核種のγ線測定結果を、
Ｘ線ＣＴによる密度測定結果で第１の補正を行い、第１の補正後の放射線について、前記
核物質または同様に挙動する核種と測定対象核種の間の相関関係に応じて第２の補正を行
い、核物質量を求めることを特徴とする破損・溶融燃料含有物質中の核物質量の計測方法
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、破損・溶融燃料含有物質中の核物質量の計測装置及び計測方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の大規模な炉心破損・溶融事故は、米国のスリーマイル島とロシア（ウクライナ）
のチェルノブイリで発生している。これらの事故で発生した破損・溶融核燃料（以下、燃
料デブリという）は、米国では機械的方法で回収して別の場所で保管し、ロシアではその
まま発電所サイトの石棺中で管理されており、将来回収の予定である。また、今回の福島
第一原子力発電所事故では、１号機から３号機の圧力容器内及び格納容器内において被覆
管、制御棒、炉心支持板、コンクリート等の容器内構造材料と混合・固溶した状態で存在
しているものと考えられている。ロシアや福島でも、米国での経験を参考に、機械的方法
により回収する計画である。
【０００３】
　福島第一原子力発電所で回収される燃料デブリに対しては、保管、長期貯蔵、前処理、
再処理、処分等の処置方策が検討されているが、核兵器国（米国、ロシア等）でない日本
には、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の核査察を受ける必要があり、正確な計量管理等によ
る保障措置が必要になると考えられる。しかし、核物質（Ｕ、Ｐｕ）からの放射線が微弱
なこと、及び多量に混在する構造材料等に放射線が吸収されることより、核物質量を正確
に非破壊測定するのは困難な状況となっている。
【０００４】
　この点に関し、燃料デブリを対象として、燃料デブリ中の核物質量を計測する装置及び
計測する方法についての具体的な提案はなされていないのが現状である。なお燃料デブリ
では、核物質と炉心の構造材であるジルコニウム合金(主成分Ｚｒ)、ジルコニウム合金の
酸化物(主成分ＺｒＯ２)、ステンレス鋼ＳＵＳなどが溶融し、混合した状態になっている
ものと推定できる。
【０００５】
　なお燃料デブリということではなく一般的に、被検体である放射性廃棄体の非破壊検査
技術として高エネルギーＸ線ＣＴ装置を用いる手法が例えば特許文献１により知られてい
る。特許文献１では、超ウラン核種を含み固体化された放射性廃棄体を、原子力発電所な
どから搬出する場合に、放射能や固化体の健全性を検認するために放射性廃棄物固化体の
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放射能や内部空隙の有無をＸ線ＣＴ装置で検査するものである。
【０００６】
　このために特許文献１は、「測定に必要なＸ線エネルギーに応じた電子線を発生させる
エネルギー可変型電子線加速器１０と、その電子線を透過させることで所要特性の放射線
を発生させる放射線コンバータ１２と、被測定物である廃棄体１４を載せる試料台１６と
、放射線が廃棄体を透過あるいは反射することで発生する放射線の線種および強度を測定
する放射線検出装置１８を具備し、バックグラウンド測定、パッシブ中性子・γ線測定、
Ｘ線ＣＴスキャン測定、光核反応による難測定核種の測定、光中性子混合線による核分裂
性物質・非核分裂性物質の弁別測定及び中性子放射化分析が選択測定可能になっている。
」としている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００８－８２７７９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　特許文献１によれば、原子力発電所からの放射性廃棄物の測定にＸ線ＣＴ装置を利用す
るという思想は存在するものの、燃料デブリを対象とすることまでは想定していない。ま
た単に放射能や内部空隙を測定するものにすぎず、核物質量の測定という観点を有するも
のではない。
【０００９】
　以上のことから本発明においては、燃料デブリを対象としたＸ線ＣＴ装置の利用により
核物質量を計測することを可能とする破損・溶融燃料含有物質中の核物質量の計測装置及
び計測方法を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　以上のことから本発明においては、燃料デブリを収納した燃料デブリ収納容器に対して
Ｘ線を回転走査しながら照射して前記燃料デブリ収納容器を透過したＸ線を検知し、燃料
デブリの密度の情報を得る第１の測定部と、燃料デブリ収納容器からの放射線を測定する
第２の測定部と、第２の測定部で測定した放射線を第１の測定部で測定した燃料デブリの
密度により補正し、補正後の放射線から燃料デブリの核物質量を定める処理部により構成
されたことを特徴とする。
【００１１】
　また本発明は、破損あるいは溶融した核燃料中の核物質または同様に挙動する核種のγ
線測定結果を、Ｘ線ＣＴによる密度測定結果で補正し、核物質量を求めることを特徴とす
る。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、燃料デブリを対象としたＸ線ＣＴ装置の利用により核物質量を計測す
ることを可能とする。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明による計測手法の全体構成を示す図。
【図２】本発明で使用する高エネルギーＸ線ＣＴ装置の概略構成を示す図。
【図３】本発明による計測処理フローを示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明の実施例を図面に基づいて説明する。
【００１５】
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　なお以下に説明する本発明においては、検査の対象とする燃料デブリの密度の情報をＸ
線ＣＴ装置の利用により得ることに着目したものである。また他方において燃料デブリの
放射線（計数率）を測定し、計測した放射線（計数率）を密度で補正することにより真の
放射線（計数率）を得るものである。さらに計測する燃料デブリの放射線（計数率）は、
燃料デブリ中の核物質（ウランＵやプルトニウムＰｕ）と同様に挙動する核種が放出する
放射線を用いて補正するものである。
【実施例】
【００１６】
　図１に本発明による計測手法の全体構成を示す。ここでは、異なる２種類の計測を実行
する。その一つは、高エネルギーＸ線ＣＴ装置による被検体内部の密度測定Ａである。他
方は、同じ被検体を対象とした例えばＧｅ半導体検出装置による放射線測定Ｂである。
【００１７】
　密度測定Ａは、燃料デブリを収納した燃料デブリ収納容器３に対してＸ線発生装置１か
らＸ線を照射し、コリメータ１２を介して放射線検出器２で燃料デブリ収納容器３を透過
したＸ線を検知する。検知信号から燃料デブリ収納容器３内各部の燃料デブリＤＢの密度
ρ（ｇ／ｃｍ３）の情報を得る。なお、燃料デブリ収納容器３に対してＸ線発生装置１は
、横行（並進）、回転移動することにより、内部断層の情報を得ている。
【００１８】
　このように密度測定Ａでは、高エネルギーＸ線ＣＴ装置を用いて燃料デブリ収納容器中
の密度分布を測定する。本装置は、使用済ＦＢＲ燃料集合体の測定実績を有し、密度を約
１％の精度で測定可能である。密度ρが求まれば、構造材料のおおよその組成がわかり、
質量吸収係数μが求まる。
【００１９】
　放射線測定Ｂは、燃料デブリ収納容器３を設置した台の周囲、あるいは高さ方向におけ
る燃料デブリの放射線（計数率）Ｉを測定する。この場合に本発明における放射線測定Ｂ
では、本来測定すべき核物質（ウランＵやプルトニウムＰｕ）から放出される放射線が微
弱なことから、核物質（ウランＵやプルトニウムＰｕ）と同様の挙動を示し強い放射性（
γ線）を放出する核種、例えばＥｕ－１５４やＣｅ－１４４等の放射線を測定対象とする
。このケースでは、放射線検出器として例えば、Ｇｅ半導体検出器を用いれば、核種弁別
と放射線強度Ｉの測定が可能である。
【００２０】
　図２に本発明で使用する高エネルギーＸ線ＣＴ装置の概略構成を示している。図１の実
施例におけるＸ線ＣＴ装置は、ファン状ビームでＸ線を発生するＸ線発生装置１、放射線
検出器２（多数の放射線センサの並んだものからなる）、被検体である燃料デブリ収納容
器３に対してＸ線発生装置１と放射線検出器２を回転走査するターンテーブル４とその回
転駆動機構６、燃料デブリ収納容器３に対してＸ線発生装置１と放射線検出器２を並進走
査する並進スキャナー５とその並進駆動機構７、回転駆動機構６と並進駆動機構７を制御
するスキャナーコントローラ８、放射線検出器２からの信号を処理する信号処理装置９、
信号処理回路９からのデータをもとに画像を作成する画像処理装置１０、画像を表示する
ＣＲＴ１１を備えている。そしてＸ線発生装置１より出たＸ線は、放射線検出器２に入射
し、入射強度に比例した信号が信号処理装置９に送られ、収集したデータに基づいて画像
を作成してＣＲＴ１１に表示する。
【００２１】
　Ｘ線発生装置１は、１ＭｅＶ以上の高エネルギーＸ線を発生させるために、電子を例え
ば１２ＭｅＶに加速する電子線加速器およびこの電子線が衝突する金属ターゲットから構
成されている。金属ターゲットは、高密度な物であればなんでもよく、例えばタングステ
ンが好ましい。金属ターゲットから放射された高エネルギーＸ線は、燃料デブリ収納容器
３を透過した後、放射線検出器２に入射する。Ｘ線発生装置１と放射線検出器２を収納し
ている並進スキャナー５はターンテーブル４上で並進用駆動機構７により並進運動可能で
あり、ターンテーブル４は燃料デブリ収納容器３に対してその周りに回転用駆動機構６に
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より回転運動可能であり、これによって、Ｘ線発生装置１および放射線検出器２は燃料デ
ブリ収納容器３に対して並進および回転せしめられ．Ｘ線発生装置１の金属ターゲットか
ら放射された高エネルギーＸ線は、水平方向においてあらゆる角度で被検体である燃料デ
ブリ収納容器３の内部を透過し、放射線検出器２からのそのデータが信号処理装置９に送
られて画像処理装置１０によってＣＲＴ１１に表現される。
【００２２】
　図２に記載の上記装置によれば、信号処理装置９には燃料デブリ収納容器３内の燃料デ
ブリについて、燃料デブリ各点における密度ρの情報（密度分布を含む）が得られている
。また信号処理装置９では、密度ρが求まっており、これがわかれば、構造材料のおおよ
その組成がわかり、質量吸収係数μ（ｃｍ２／ｇ）が求まる。燃料デブリは、核物質と炉
心などの構造材が破損、溶融した状態のものであり、質量吸収計数μ（ｃｍ２／ｇ）は、
構造材であるジルコニウム合金(主成分Ｚｒ)、ジルコニウム合金の酸化物(主成分ＺｒＯ
２)、ステンレス鋼ＳＵＳなどのおおよその組成がわかれば質量吸収係数μ（ｃｍ２／ｇ
）が求まる。
【００２３】
　他方、放射線測定Ｂにより燃料デブリの放射線（計数率）Ｉが得られているが、これは
本来計測すべき核物質の放射線（計数率）、つまり真の放射線（計数率）Ｉ０を燃料デブ
リ中の燃料成分及び構造材、燃料デブリ収納容器３、半導体検出装置までの空間などを介
して得られたものである。
【００２４】
　このため演算部１３では、計測した放射線（計数率）Ｉを、構造材の質量吸収計数μ（
ｃｍ２／ｇ）、密度ρ（ｇ／ｃｍ３）、放射線の物質中等科距離ｘ（ｃｍ）の関数として
補正して、真の放射線（計数率）Ｉ０を得る。以上のＩ、ρ、μの情報より、関係式によ
り正確な計数率Ｉ０が求まり、測定対象核種の正確な量が求まる。
【００２５】
　放射線は燃料デブリの密度に比例して減衰するので、ここではＸ線ＣＴ装置により燃料
デブリの密度を測定して放射線の減衰を補正したものである。また放射線の減衰率は放射
線エネルギーにも依存するため、測定する放射線に対する減衰率の密度依存性を予め把握
しておくのがよい。
【００２６】
　なお、上記の計測した放射線（計数率）Ｉは、核物質であるウランＵやプルトニウムＰ
ｕではなく、核物質（ウランＵやプルトニウムＰｕ）と同様の挙動を示し強い放射性（γ
線）を放出する核種として、例えばＥｕ－１５４やＣｅ－１４４等の放射線を測定対象と
していた。この場合に、測定対象核種量と核物質量の相関関係（比）は、ＯＲＩＧＥＮ等
の燃焼解析コード（燃焼度計算）から計算できるので、最終的に正確な核物質量を求める
ことができる。図１の補正部１４では、測定対象核種量と核物質量の比を用いて、最終的
に核物質量を求める。
【００２７】
　ここでは、核物質からの放射線の強度やエネルギーが低い場合を想定しているので、核
物質からの放射線に十分な大きさの強度やエネルギーがあるのであれば測定対象核種を設
定せずとも好い。不十分な場合に利用可能な測定対象核種量としては、核物質と同じ挙動
を示す核分裂生成物ＦＰ、マイナーアクチニドＭＡの放射線を測定するのがよい。一般的
には、核種がアクチノイド元素あるいはランタノイド元素あるいは希土類元素が測定対象
核種量として好適であり、Ｅｕ－１５４やＣｅ－１４４等であれば十分な大きさの強度や
エネルギーがあるので計測に好適である。
【００２８】
　図３は、本発明による計測処理フローを示す図である。図３の最初の処理ステップＳ１
では燃料デブリを収納缶に入れ、処理ステップＳ２では収納缶ごと外部から放射線測定装
置で対象核種のγ線強度Ｉを非破壊測定する。この際、γ線強度Ｉは全体的な平均値で良
く、収納容器（線源）からの平均的なγ線の物質中透過距離ｘを記録する。
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【００２９】
　次に、処理ステップＳ３では、高エネルギーＸ線ＣＴ装置で収納缶中の燃料デブリの平
均的な密度ρを測定する。この際測定された密度ρ及び炉内構造から予想される燃料デブ
リ組成より質量吸収係数μを求める。
【００３０】
　処理ステップＳ４では、以上の測定で得られたγ線強度Ｉ、物質中透過距離ｘ、密度ρ
、質量吸収係数μより、式Ｉ０＝Ｉ×ｅｘｐ（μρｘ）を用いて対象核種から放出される
真のγ線強度Ｉ０を求める。これにより、対象核種のγ線放出率等の物性データより対象
核種の存在量が分かる。
【００３１】
　処理ステップＳ５では、対象核種量と核物質量の関係による補正を行う。対象核種量と
核物質量の関係は、燃焼度計算により分かるので、比例計算により正確な核物質量を求め
ることができる。
【００３２】
　なお上記の説明においては、核物質以外を対象核種としたが、直接核物質から放出され
る微弱γ線を測定しても、同様の手順で正確な核物質量を求めることができる。但しこの
場合には、処理ステップＳ５の処理を要しない。
【００３３】
　また上記の説明においては、平均的なγ線強度Ｉ、距離ｘ、密度ρで評価したが、収納
容器中の燃料デブリの線源や組成のバラツキがある場合は、それらを考慮した距離ごとの
γ線強度と密度を求めて加重平均を取ることにより、正確な核物質量を求めることができ
る。
【００３４】
　本発明によれば、核物質量を非破壊で簡便に比較的高精度で測定することができる。サ
ンプリングや化学的、物理的、機械的な処理が不要であり、燃料デブリを収納し、容器内
に封入した状態での測定が可能である。また非接触測定が可能であり、遠隔で核物質量を
測定可能である。また多量の不純物が共存する場合の核物質の量を、簡便に比較的高精度
で測定することができる。
【符号の説明】
【００３５】
１：Ｘ線発生装置
２：放射線検出器
３：燃料デブリ収納容器
４：ターンテーブル
５：並進スキャナー
６：回転駆動機構
７：並進駆動機構
８：スキャナーコントローラ
９：信号処理装置
１０：画像処理装置
１１：ＣＲＴデスプレー
１２：コリメータ
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